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１．ＩＴ投資管理 (1/2)

 韓国の電子政府事業におけるＩＴ投資管理は、2005～６年を機に
「投資の管理」から「成果の管理」へ転換した。
⇒ 国連のＩＴ準備指数やＩＣＴのインフラ指数において高評価を受けているものの、その効率性や

サービス利用においての評価が低かったため。つまり、 システム構築の成果が政府内部業務と
対住民サービスを革新する電子政府の目標に達していないことを認識し始めた。

⇒ よって、事業開始からすべての過程に渡って成果管理を強化している。

電子政府事業の成果目標、成果指標および測定方法等の詳細基準の定立

と適用は、行政安全部傘下の「韓国情報社会振興院」が主管している。

電子政府評価
体系管理

すべての電子政府（情報化）にかかる評価は統合して実施

各行政機関内で自ら評価ができるためのインセンティブ提供

電子政府
成果管理の強化

インプット中心からアウトプット中心に転換

企画ー評価ー予算間の連携を強化

評価方法/指標の
開発

客観的かつ科学的な評価指標、方法、ツール等を研究・開発

新しい評価指標および項目の開発

(情報資源管理や標準化、セキュリティ等）

※別紙「成果評価に用いられている基準」を参照
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１．ＩＴ投資管理 (2/2)

成果ベース電子政府事業管理における目標イメージ

全政府統合情報資源管理システム

業務とＩＴ成果を有機的に連携して管理

事業DB

成果DB

指標DB

情報資源
現況DB

統合DB

アーキテクチャ
統合DB

事業管理

投資・成果・事業管理システム 情報資源現況管理システム

情報資源現況管理システム

情報化企画管理

事業モニタリング 投資分析

事業成果評価 投資履歴管理

事業移行管理 成果管理

事業履歴管理 アンケート管理

調査票管理 統計チャート管理

情報資源分析

参照モデル管理 参照モデル分析

フレームワーク管理

アーキテクチャ管理アーキテクチャ分析

連携機関

連携システム

電子政府事業
モニターリングシステム

電子政府アーキテクチャ
管理システム

行政安全部

委員会/協議会

公共機関

情報資源統合管理のための法・制度改正 情報資源統合管理推進体制の確立と強化
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【別添】 成果評価に用いられている基準

事業内容：事業目的、事業期間、事業費

事業過程：事業管理の適正性

事業結果：利用者満足度、システム活用度、事業毎の指標

総合意見：良かった点、改善事項
成果報告書

事業管理の適正性：進捗管理、リスク管理、バージョン管理、品質管理

ユーザ満足度：情報品質、システム品質、サービス品質、業務満足度

活用度：測定方法、計画数値、成果数値

指標毎の推進成果

計画した通りに事業が推進されたのか

リスク管理計画を策定に、実際に適切に対応したか

バージョン変更の際、定められた手続きにそって措置したか

事業推進の際、品質管理計画を策定・施行したか

事業管理の
適切性認定

基準

推進成果総括表

事業管理の
適切性認定

システム関連事業とコンサルティング関連事業に区分して調査

調査期間、対象、方法等を明確に記載

設問タイプや項目を変更する際は、ＮＩＡの成果管理担当と事前協
議ユーザ満足度

調査

調査設計

有効標本数は最低30名以上

満足度数値を成果報告書に作成

点数の算出（100点満点にして）：部門別点数、総合点数

調査実施

結果提出
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２．人材育成 (1/2)

教育・訓練を通した情報化人材の育成

❏ 公務員の情報化教員に関する政策を策定し実行している主管部署は行政安全部の‘情報化人力開発

課’である。

⇒法的根拠：電子政府法改正施行「公務員の情報化能力開発を体系的かつ安定的に支援するため

の制度」

❏ 中央省庁や自治体の首長に公務員の情報化能力開発計画策定と推進を義務化。

❏ 教育現況

• 行政安全部傘下の情報化教育センター（ https://www.e-academy.go.kr）で情報回教育を実施。

• 「情報化能力診断（年間２千人参加）」、「情報化能力大会（毎年５千人参加）」を開催し、優秀団体・個人
を表彰

❏ 戦略目標

• 情報化能力水準を診断する評価体系の導入と開発循環体系の定立：

※能力診断→分析→コンサルティング→不足能力補足プログラム参加→フィードバック

• 「情報化能力マイルレージ」制度等、組織レベルのインセンティブ活性化

• 現場適用度の高い教育・訓練など、人材開発プログラムの質の向上
（ＩＴＳ、ＧＩＳ、Ｇｒｅen ＩＴ、Ｕ－Ｃｉｔｙなど）

❏ 情報化教育の推進成果

• 国政課題の推進支援強化：‘Ｇｒｅen－ＩＴ政策’、‘情報化事業の原価算定’、‘ＤDos対応教育’などの実施による
能力強化

• 実用情報化教育の拡大による教育関心度と参加度を向上

• 集合教育と連携したサイバー教育の拡大による教育成果の最大化

• 多様な能力開発機会の提供：大会の開催、夜間・休日教育課程の新設
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２．人材育成 (2/2)

過程 過程数 開催回数 修了者数

合計 １２９科目 ２６４回 １０，６４３名

集合教育

小計 ６６ １５３ ４，９８２

情報化政策教育 14 34 667

情報技術専門教育 17 33 728

情報活用教育 11 34 1,170

注文教育 7 14 448

特別教育 17 38 1,969

サイバー教育

小計 ６３ 111 5,661

情報化政策教育 ８ 17 624

情報技術専門教育 9 17 682

情報活用教育 17 46 3,090

注文教育 29 31 1,265

❏ 情報化教育センターの運用実績（09年度）



8

２．人材育成 (3/3)

❏ 情報化教育センターのウェブサイト

ログイン｜メンバー登録｜教育案内｜お知らせ

教育紹介｜私の勉強部屋｜開かれた勉強部屋｜資料室｜顧客支援｜情報化能力強化｜センター紹介
行政安全部

情報化教育ポータル

年間教育プログラム

情報化教育訓練計画 情報化教政策過程

情報技術専門過程 情報活用過程
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３．推進体制 (1/3)

区分 文民政府/国民の政府 国民の政府(後期) 参与政府 現在

時期 1990年代半ば 2001.01～2003.02 2003.04～2008.02 2008.02～

事業特性
省庁内、期間内事業

(フロント/バックオフィス）

複数省庁事業

(フロント/バックオフィス）

全省庁事業

(フロント/バックオフィス）

全省庁事業

(フロント/バックオフィス）

事業

開発・点検

情報化推進委員会

行政情報分課委員会

政府革新推進委員会

電子政府特別委員会

政府革新地方分権委員

会

電子政府専門委員会

国家情報化戦略委員会

執行・行政

支援
情報通信部

行政自治部、情報通信部、

企画予算処
行政自治部

行政安全部

（旧、行政自治部）

予算支援 基金＋一般予算 基金＋一般予算 一般予算 一般予算

技術支援 韓国電算院 韓国電算院 韓国電算院
韓国情報化振興院

（旧、韓国電算院）

 韓国における電子政府推進体制は政権によって上位組織が変わってきたもの

の、行政安全部(執行)と韓国情報社会振興院(支援)が主体となって進めている。
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３．推進体制 (2/3)

 現在の推進体制

• 議長：行政安全部長官
• 構成：各中央省庁の

ＣＩＯ

国家情報化戦略委員会

• 委員長：国務総理・民間共同
• 委員：関係長官・民間委員
• 幹事：行政安全部第２次官

情報化責任官協議会

国家情報化実務委員会

• 委員長：安全部第２次官・民間共同
• 委員：中央省庁の室局長・民間委員
• 幹事：行政安全部情報化企画官

分野別の専門委員会 分野別の専門委員会・・・

 推進組織の役割

行政安全部

• 基本計画および事業推進方針の策定

• 事業の選定、検討、確定および評価

• 予算の確保と支出

• その他、事業推進に必要な政策の策定

主管機関（各中央省庁）

• 事業計画策定、提案要請書作成

• 事業者選定、契約締結

• 事業管理、検収、結果評価、広報

• 法制度の整備、運用環境の造成

専門機関（韓国情報化振興院）

• 事業発掘、公募、審査および選定支援

• 事業者選定支援および契約締結

• 事業管理、監理、運用評価、広報

• 開発されたサービスの普及・拡散
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３．推進体制 (3/3)：事業化～完了までの流れと役割

行政安全部 専門機関 主管機関 事業者

１．事業計画策定フロー

1-1 事業計画書作成1-２ 事業計画書検討・調整

1-３ 事業確定

２．事業者選定・契約

２-１ 提案要請書作成２-２ 入札公募

２-３ 提案書評価

２-４ 交渉

２-５ 契約

３．事業管理

3-1 着手

3-２ 進捗管理

3-３ バージョン管理
事業遂行

４．所有権移転 ４-２ 精算 ４-１ 検収

５．監理管理 ５-１ 管理法人選定 ５-２ 監理・受監

６．事業完了 ６-１ 所有権移転契約締結
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４．技術標準・業務処理ガイドライン (1/2)

【技術標準の事例】

電子政府標準フレームワークの開発

❏ ＩＢＭ（ＮｅＦＳＳ）、マイクロソフト（ドットネット）、三星SDS(Anyframe)、

LGCNS（ＬＡＦ/Ｊ）など、大手企業は自前のフレームワークを持っている。

⇒ 特定業者のフレームワークで開発されたシステムは後続事業も従属され、保有していない中

小企業は競争に不利。

❏ 08年11月、行政安全部、ＳＷ大手3社、中小企業7社が共同で電子政府標準フレームワーク開発 ❏

2009年6月から公開され、現在６７の情報化事業に適用されている。

⇒ ソースコード公開以降、5万回以上のダウンロード、今年に１，１００名を教育実施

❏ 標準フレームワークの持続的な改善とグローバルな拡散のため、「電子政府標準フレームワーク

センター」を設立し、韓国情報化振興院の専門家と民間ＳＷ企業の研究人員で運営する。

❏ 政府主導の技術支援と教育は、2012年からは民間の専門企業に開放し、段階的に移転する。

❏ ＩＴ協力センター等を介して、今年は2カ国（先進国１、途上国１）、２０１２年まで10カ国に

フレームワーク技術教育を行う計画を立てている。
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４．技術標準・業務処理ガイドライン (2/2)

業務処理ガイドライン

❏ 電子政府事業における業務処理ガイドラインは、行政安全部傘下の‘韓国情報化振興院（ＮＩＡ）’や知識

経済部傘下の‘韓国ソフトウェア振興院’‘韓国データベース振興院’などの専門機関が詳細ガイドラインを

策定・運用している。

❏ 主なガイドラインおよび法令

－ 電子政府事業管理指針の制定・改正

－ 電子政府事業運用指針の制定

－ 情報システムの構築・運用技術指針

－ 情報システム管理ガイドライン

－ オンラインＨＷ規模算定サービス

－ ＳＷ事業代価算定基準

－ ＳＷ技術性評価基準

－ ＤＢ構築代価算定基準、 など



14

５．政府統合電算センター（1/3)

1． 電算資源統合の必要性

（１） 統合電算環境の必要性

① サービスのレベルアップ要求 ：システム稼働率が低く、障害解決に1時間以上がかかる。

② 情報資源の共同活用が低調、重複投資による運用管理費用も重複

③ 情報セキュリティおよび災害復旧体制の改善

④ 情報化専門家が必要：情報保護専門人材の不足

（２） 目標

① 電子政府インフラの高度化：分散システムの統合と運用体制、統合セキュリティ体制の構築

、24時間運用を通じて障害予防と迅速な対応によるサービスの高度化

② 情報資源の段階的な統合：現在のCo-Locationのレベルではなくデータの統合段階を志向

③ 公共ＩＴ専門サービスの提供：ＩＴ専門技術の支援、 ＩＴ専門人材の養成

④ 国内ＩＴ産業発展と連携：国産ＳＷの活性化、厳選技術の標準化

（３） 成果

① 月平均障害時間：67分（統合前、2004年）⇒0.11分（統合後、2009年）

- ② 諸機関のシステム構築対比予算30％節減：1,956億ウォン⇒1,209億ウォン（2010年）
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５．政府統合電算センター（2/3)

２． 現況と問題点

（１） 推進経過

① 2004年7月に‘政府統合電算環境構築情報化戦略計画（ＩＳＰ)’、同年10月‘汎政府統合電算環

境構築基本計画’を策定。これに基づいて大田（デジョン）と光州（グァンジュ）に第1，2統合

電算センターを構築。

② 2006年4月より稼動：基盤環境の構築と統合運用管理、統合セキュリティ管理体制の構築

③ 2006年9月,HW,SW,サービス統合のロードマップ策定：サービスの高度化、効率性、安定性強化

④ 2008年6月、e-People統合構築事業の推進：人事行政業務を透明かつ迅速に処理するための

政府の人事業務システム（54の機関で諸人事情報と統計を管理するのに利用）

（２） 2009年以降、汎政府電算資源統合事業

① 第1次：2009年4月～9月（ＨＷ資源の統合）

－ 内容：統合資源システム構築、17の機関、25の業務システムの移管と安定化

－ 成果：55台のサーバを13台に統合（７６％減少）、システム性能（ｔｐｍＣ）８８

％増加、電力消費量８％節減、費用節減効果（2013年）およそ63億ウォン（３５％）

② 第2次：２００９年6月～9月（ＳＷ統合と災害復旧システム）

－ 内容：統合資源利用率の最適化、移管機関へのインフラサービス提供、２２の機関29

業務

－ 成果：76台のサーバを13台に統合、システム性能（ｔｐｍＣ）７７％増加、電力消費

量１６％節減費用節減効果（2013年）およそ１２５億ウォン（３２．５％）
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５．政府統合電算センター（3/3)

③ 第３次：2009年６月～１１月（電算資源統合構築）

－ 内容：需要を考慮した統合資源のフル構築、共同活用基盤環境の拡充、14機関２５

業務システム

－ 成果：ＴＣＯ節減５０．７億ウォン、ＨＷ購入費用３４％節減、統合バックアップＨ

Ｗ費用４６％節減費用節減効果（2013年）およそ63億ウォン（３５％）

④ 第４次：２００９年９月～１２月

－ 内容：電算資源の補強、ＳＷフル拡充、管理体制の高度化、６の機関７の業務

－ 成果：ピークタイムの応答速度の改善

⑤ 第５次：2009年１１月～１２月

－ 内容：先行事業の資源拡充、統合資源フルのインフラ構築、８の機関９業務

－ 成果：統合資源フルＨＷ費用２６％節減、ＨＷ維持保守費用２６％節減

（３） 問題点

① ＨＷ容量の限界：予測増加率（８．２％）を超える状況、統合されたＨＷの構築による情

報資源の配分が求められる。

② 資源連携および統合：現況はほとんどデータアーキテクチャなしに閲覧形式で推進された

ため、各機関の共同活用対象情報と利用方法についての明確な調査が必要

③ 物理的な脅威からの防衛：バックアップセンターの立地再考、諸情報の非公開に向かって

いる


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16

